
 
 

令和５年度今治地区顔の見える家づくり支援事業実施要領 

 

                              令和５年６月１日制定 

（目的） 

第１ 今治地区林材業振興会議(以下「振興会議」という。)は、今治地区顔の見える家

づくり支援事業(以下「事業」という。)により、今治地区内で生産された木材を使っ

て建設した住宅への支援を行い、地域材の需要の拡大を図り、地域の森林整備を推進

する。 

 

（事業の内容） 

第２ 補助採択の条件及び補助金額等は次のとおりとする。 

補助採択の条件 

次の条件を全て満たすこと。 

①今治地区(今治市、上島町)内に自らが居住するために建築する住宅 

②使用する木材※1に地域材※2を 50％以上使用し、床べ床面積80 ㎡以上

の住宅 

③令和６年３月15日までに上棟される住宅で、事業認定後に主要部材 

の状況が確認できること 

④「地産地消の家づくり」推進に係るＰＲや掲示など木材に関する普及 

啓発活動に努めること 

補助金額 

１戸当たり100,000円以内 

ただし、越智今治森林組合木材市売場から出荷された地域材が使用する

木材の50％以上を占める場合、1戸当たり150,000円以内 

交付予定戸数 ５戸（ただし、同一者が単年度に申請できる件数は原則※3１件とする。） 

補助金の交付先 今治市及び上島町に居住する消費者 

 

※１ 使用する木材とは 

主要部材（土台、大引、根太、通柱、管柱、間柱、桁、梁、筋交、小屋束、棟木、母屋、垂木）を原

則とするが、以上が50％に満たない場合は、内装材等 

  

※２ 地域材とは 

今治地区内で生産され、越智今治森林組合木材市売場で取り扱われた木材又は今治地区内に拠点を置

く工務店等が取り扱う県産材のいずれか 

 
 ※３ 原則とは 

申請件数が１２末日時点で規定の戸数に満たない場合を除く 

 
 

（事業の実施） 

第３ 事業の実施については次のとおりとする。 

１ 事業及び補助金交付の申請 

   事業を実施し、補助金の交付を受けようとする消費者(以下「申請者」という。)



 
 

は、事業認定申請書及び補助金交付申請書(様式第1号)に関係書類を添えて、振

興会議に提出しなければならない。 

 

２ 申請期間 

申請期限：令和５年１２月２８日（木） 

 

３ 事業認定 

   振興会議は、提出のあった事業認定申請書の内容を確認し、適正と認められる

場合は、事業を認定し、申請者に通知するものとする。 

ただし、申請件数が、交付予定戸数を超える場合は、抽選により事業認定を行

う。また、申請件数が交付件数に満たない場合は、申請期限以降、交付予定戸数

に達するまで随時受け付け、先着順に事業認定を行うものとする。 

 

４ 事業認定後の事業の辞退 

   事業の認定を受けた申請者(以下「補助事業者」という。)は、事業認定後、建

築する住宅が補助の条件を満たさなくなった場合は、事業辞退届(様式第3号)を

振興会議に提出しなければならない。 

 

５ 事業の確認及び補助金の支払い 

 (1)補助事業者は棟上げ後、速やかに事業実績報告書及び補助金交付請求書(様式第

4号)に関係書類を添えて振興会議に提出するものとする。 

 (2)振興会議は、補助事業者から事業実績報告書及び補助金交付請求書の提出があ

ったときは、現場確認を行い、使用されている木材について内容を確認し、適正

と認められるときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

 

６ 事業の取り消し 

    振興会議は、補助事業者がこの要領に違反した場合は、事業の認定を取り消す

ことができる。         



 
 

様式第１号（第３の１関係） 
 

令和 年度 今治地区顔の見える家づくり支援事業計画認定申請書 
 及び 補助金交付申請書 

 
                                                 年   月    日 
 
 今治地区林材業振興会議 会長 様 
 
 
                                      住 所 
                                申請者 名 称 
                      代表者氏名              印 
                                        電話番号  
 
  令和 年度において、今治地区顔の見える家づくり支援事業を下記のとおり実施したいの

で、今治地区顔の見える家づくり支援事業実施要領第３の１の規定により、関係書類を添え

て申請します。 

 また、併せて補助金     円を交付されるよう申請します。 
 

記 
１ 建築しようとする住宅の概要 

所  在  地  

延 床 面 積                                ㎡（80㎡以上必要です） 

木材使用予定量①                        ｍ３ 

地域材使用予定量②                        ｍ３ 

地域材の使用予定割合 
②/①×100 

                  ％（50%以上必要です） 

普
及
啓
発
活
動
の
内
容 

※構造見学会、完成見学会の開催など、木材に関する普及啓発活動の内容について具体的に記載すること。 

 
２ 棟上げ予定年月日 

年   月   日 
３ 完成予定年月日 

年   月   日 
 
４ 添付書類 
 (1)確認済証又は、建築工事届の写し 
 (2)住宅の位置図、平面図、立面図等 
 (3)木材使用予定内訳書（様式第２号） 



 
 

様式第２号（第３の１関係） 
 

木材使用予定 内訳書 
 
  

部材名 樹 種 
主な規格 

幅×厚さ×延長 
（mm） 

単位 
体積 

（ｍ３） 

数量 
本・枚 

材 積 
 

（ｍ３） 

地 

域 

材 

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

      
      
      

小 計      

地
域
材
以
外 

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

小 計      
合  計      

 
（注）１．部材名には、土台、管柱等の名称を記載すること。 

２．樹種・規格・単位体積は、最大数量を成すものを記載のこと。 
３．数量・材積は、部材毎に総量（材積は小数点第４位まで）を記載のこと。 



 
 

様式第３号(第３の４関係) 
 

令和 年度 今治地区顔の見える家づくり支援事業辞退届 

 

 

年  月  日   

 

 
 今治地区林材業振興会議 会長 様 
 
 
 
                                      住 所 
                                申請者 名 称 
                      代表者氏名              印 
                                        電話番号  
 
 
  年  月  日付けで認定された令和 年度今治地区顔の見える家づくり支援事業に

ついて、下記の理由により辞退したいので、今治地区顔の見える家づくり支援事業実施要

領第３の４の規定により届け出ます。 

 

記 

 

○辞退の理由 



 
 

様式第４号（第３の５関係） 
 

令和 年度 今治地区顔の見える家づくり支援事業実績報告書 
 及び 補助金交付請求書 

 
                                                 年   月    日 
 
 今治地区林材業振興会議 会長 様 
 
                                      住 所 
                                申請者 名 称 
                      代表者氏名              印 
                                        電話番号  
 
    年  月  日付けで認定された令和 年度今治地区顔の見える家づくり支援事業

の実績について、今治地区顔の見える家づくり支援事業実施要領第３の５の規定により、関

係書類を添えて報告します。 

また、併せて補助金     円を交付されるよう請求します。 
記 

１ 建築する住宅の概要 

所  在  地  

延 床 面 積                                ㎡ 

木材使用量①                        ｍ３ 

地域材使用量②                        ｍ３ 

地域材の使用割合 
②/①×100 

                  ％ 

普
及
啓
発
活
動
の
内
容 

※構造見学会、完成見学会の開催など、木材に関する普及啓発活動の内容について具体的に記載すること。 

２ 棟上げ年月日    年   月   日 
３ 完成予定年月日   年   月   日 
４ 補助金振込先 

金融機関の名称 本店・支店の名称 種別 

  普通・当座 

口座番号 口座名義人（フリガナ） 

 
（          ） 

５ 添付書類 
  (1)住宅の位置図、平面図、立面図、写真等 
  (2)納材証明書   
 

※１～３及び５添付書類(1)については、認定申請時から変更がない場合記入を省略できる。 


